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全ては、すべての“人”のために

（１）近年の主な取り組み
１．近年の取り組みと現状

・所定労働時間20分短縮（7時間35分⇒7時間15分）
・始終業時刻の前倒し（8:45～17:20⇒8:15～16:30）
・どこでもオフィス導入（テレワークの大幅拡充）
・フレックスタイム制度のコアタイム撤廃
・外勤みなし労働廃止（時間管理化）
・営業外勤者へのフレックスタイム制度適用
・フリーアドレス化、ペーパーレス化（本社より順次）
・2019年以降年間休日数増（119～124日⇒124日に固定）

※赤字…春闘での組合からの要求・要請事項
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全ては、すべての“人”のために１．近年の取り組みと現状

（２）総実労働時間の推移（全社）
＜全体（管理職 ＋ 一般職）＞ ＜一般職＞

15年⇒16年度
△60時間

16年⇒17年度
△74時間

＜管理職＞

総実労働時間は2年で
約130時間削減
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全ては、すべての“人”のために１．近年の取り組みと現状

全部門で総実労働時間が減少
営業はみなし労働廃止した中でも微減

（３）総実労働時間の推移（部門別）
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

08春闘が一つの転機、
働き方を見直しWLB
向上を目指す趣旨は労
使合致

（１）近年の春闘の取り組み（2007～2011年）
2007年：500円ＢＵ要求獲得（生産性運動の展開）
2008年：100円ＢＵ＋時間外割増率の引き上げ要求

⇒100円満額回答、時間外割増率ゼロ回答
⇒労使ワーク・ライフ・バランスプロジェクトの立ち上げ

2009年：ＢＵ見送り、経営側に４つの要請
（予算、マネジメント、新商品、生産）

2010年：ＢＵ見送り、職場状況の認識合わせ
（能力引き出し、部門間連携、ＷＬＢ）
⇒組合主導の職場懇談会の全職場実施

2011年：ＢＵ見送り、職場状況の認識合わせ
（働く環境、働き方、健康管理） 8



全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

（１）近年の春闘の取り組み（2007～2011年）
2008年 労使による「WLBプロジェクト」結成

味の素グループWLBビジョン策定
2009年 再雇用制度導入
2010年 育児短時間勤務制度拡充

育児休職の一部有給化
ストック有休の積立上限日数拡大
子ども看護休暇、ストック有休取得事由拡大

2011年 全社向けWLB説明会開催
WLB相互理解ワークショップ開始
全職場での職場懇談会実施（組合主導）

考え方の整理

制度整備・拡充

意義理解
職場取り組み

全員が意義を理解し、主体的に取り組める環境作りを労使で推進 9



全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

現場ニーズや将来を見据え、「介護」という
切り口から、あらためて働き方を見直し

（２）近年の春闘の取り組み（2012～2015年）

2012年：ＢＵ見送り、視野を広げる活動の展開
2013年：ＢＵ見送り、介護関連の要請

（休暇、相談窓口、勤務地指定、費用等）
⇒生産性向上を追求するＷｏｒｋ＠Ａ
～味の素流「働き方改革」～の立ち上げ

2014年：1,000円ＢＵ要求獲得（生産性運動の進化）
2015年：2,000円ＢＵ要求獲得（時間生産性向上の追求）

10



全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

あらためての
制度導入から
意識改革へ

（２）近年の春闘の取り組み（2012～2015年）

新制度導入 ＩＴ活用

労使による「Work@Aの推進運動」

GGSCの実現をめざし、
より生産性の高い組織

「場所と時間の自在」な働き方を実現する
新制度を導入する

仕事と時間の見える化といつでもどこでも
繋がることを実現するIT技術を活用する

スーパー
フレックスタイム テレワーク

企画業務型
裁量労働制

時間単位
有給休暇

見える化 繋がる

・業務計画の見える化
・業務のデータベース化
・労働時間の見える化

・オフィス外の環境整備
・遠隔コミュニケーション

導入 浸透 フィードバック

生産性の向上

仕事と時間の
見える化

自ら働く場所と
時間を選択

決めた時間でやりきる
仕事を宣言

～コミットメント～

時間効率化
意欲向上

多様な人材 多様な働き方
Work@A

～味の素流「働き方改革」～

目指す姿
（目的）

基本戦略

アクションプ
ラン
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

（２）近年の春闘の取り組み（2012～2015年）

あらためて主体的な生産性運動の取り組みを強化

2012年：ＢＵ見送り、視野を広げる活動の展開
2013年：ＢＵ見送り、介護関連の要請

（休暇、相談窓口、勤務地指定、費用等）
⇒生産性向上を追求するＷｏｒｋ＠Ａ
～味の素流「働き方改革」～の立ち上げ

2014年：1,000円ＢＵ要求獲得（生産性運動の進化）
2015年：2,000円ＢＵ要求獲得（時間生産性向上の追求）
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

生産性運動はBUのためでなく、当たり前のこととして取り組む

（２）近年の春闘の取り組み（2012～2015年）
2014年 2015年

テーマ 全員が変化を起こすことに挑
戦し、新しい価値を創る
（生産性運動）

全員で変化を起こし続けるこ
とに挑戦し、味の素グループ
の飛躍的成長に貢献する
（生産性運動）

運動 全組合員が生産性向上に資す
る行動宣言シートを記入して
執行部に託し、その内容を各
人の個人目標に盛り込む

生産性運動の継続に加え、生
産性向上を測る指標としてま
ずは「時間」を重視
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

16春闘が最大の転換期

（３）近年の春闘の取り組み（2016～2018年）
2016年：所定労働時間短縮の要請

⇒2017年度より20分短縮
⇒職場課題検討会の開催

2017年：基盤強化と健全発展の主体者となるべく総対話の実施
⇒人事諸制度改定、所手当制度改定、働き方改革の取り組み
等を踏まえた、10,000円の月次賃金組み込み要求獲得
（内5,000円は諸手当改定による原資再配分）

2018年：年間休日数の平準化・増加（124日に固定化）
職場課題検討会の継続実施要請（全従業員一体の取り組み）
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

単なる時間短縮ではない、真の狙い

（３）近年の春闘の取り組み（2016～2018年）

数値から見る就労実態は大きくは変わっていなかった

【就労データ】

■組合員だけの生産性運動でなく、経営、管理職を巻き込んだ運動が展開可能
■次期中期経営計画に盛り込むことができればグループ企業への展開に近道
■非正規社員の時給ＵＰを狙える⇒組織化に弾み
■検討中の新人事諸制度項目へ時間生産性の盛り込み
■社会への影響
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

労使の想いと決意が合致

（３）近年の春闘の取り組み（2016～2018年）
【会社回答】
経営層が覚悟をもって「時間生産性」向上に率先して取り組み、ゼロベースで働き方を
変革するために2017年4月より所定労働時間を20分短縮（年間80時間）する。

• 20分短縮は14,000円/月以上の実質ベースアップ効果があり、グループ会社全
体の働き方に及ぼす影響も大きく、更には当社の非正規雇用の従業員の働き方、
そして賃金にも大きく関わることであり、経営として大変重たい決断。

• 一人ひとりの働き方の変革が味の素グループを変え、社会を変える、そして多様な
人財の活躍により社会価値と経済価値の両方を生み出す共通価値を創出する、ま
さにASV（味の素グループ版CSV ）に繋がる取り組みである。

• 時間生産性向上は、経営、管理職、組合員全員が一体となり取り組まなければ実
現できない。経営層が率先して「時間生産性」向上の取り組みを進める。
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

（３）近年の春闘の取り組み（2016～2018年）
性別、国籍、価値観等に関わらず多様な人財が活躍している会社

1日7時間労働を前提としたグローバル基準の働き方へ

日本的慣習の働き方
（現在）

ゼロベースの働き方改革
（2016年度～）

所定労働時間20分短縮
（2017年4月～）

定時退社前提
（夫婦で家事・育児を分担）

グローバル基準

残業前提の働き方
（男性の家事・育児関与低い）

味の素グループ（国内）

女性、外国籍人財等の
活躍の阻害要因

マネジメント変革
×

ワークスタイル変革

味の素㈱

社会

味の素グループ

味の素㈱単体⇒グループ⇒社会へ

ロードマップ（味の素㈱単体）
FY2014（実績） FY2015（実績） FY2018（目標） FY2020（目指したい姿）

平均労働時間（年間） 1,974時間 1,947時間 1,800時間 1,800時間未満
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

（３）近年の春闘の取り組み（2016～2018年）
～経営主導によるマネジメント変革～

抜本的な変革を行うため、経営主導で全社のルール、仕組みを変革

経営目標

組織目標

個人目標

経営層が抜本的な変革を行う
「組織体制検討プロジェクト」

管理職が管掌役員に提言する
「職場課題検討会」

組合員が職場管理職に提案する
「職場懇談会」

現場の声を踏まえ、経営層が抜本的なマネジメント変革を行い、総実労働時間削減を
経営目標から個人目標まで一貫させ、時間生産性向上に取り組む

全員の取り組
みに進化し、
本気度向上！
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全ては、すべての“人”のために２．これまでの労使の取り組み

（３）近年の春闘の取り組み（2016～2018年）

中央労使協議会
働き方専門委員

会

■職場課題検討会の継続・進化（2018年春闘要請事項）

働き方のみな
らず、風土の
改善までを目
指す
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全ては、すべての“人”のために３．まとめ

働き方改革⇒生きがい・働きがいの向上⇒成長、多様な人財の活躍

■労使で働き方改革を進めるにあたって
 労働組合の主体的・継続的な取り組みがあってこそ
（トップダウンだけでは成功しない、継続しない）

 生産性の意義を組合員、会社に伝え続けることが大事
 運動・行動の結果が、人事・経営の動きを決める
 一律的な正解や近道はない、課題ややり方は各社各様
 一人ひとりの成長と企業の継続的発展は大前提
 制度導入と風土醸成はできれば同時並行で
（順番では時間がかかる、制度導入だけではダメ）
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全ては、すべての“人”のために

ご清聴ありがとうございました！！
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全ては、すべての“人”のために

参考資料（会社紹介、労組紹介）
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全ては、すべての“人”のために

●1908年、東京帝国大学･池田菊苗博士が
昆布のうま味がグルタミン酸ナトリウムであることを発見

●1909年、世界初のうま味調味料「味の素®」を
二代目鈴木三郎助が生産・発売。

味の素㈱のはじまり

「
う
ま
味
」
の
発
見
者

池
田
菊
苗
博
士

味
の
素
グ
ル
ー
プ
の
創
業
者

二
代
目
鈴
木
三
郎
助

参考資料（会社紹介）
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全ては、すべての“人”のために参考資料（会社紹介）
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全ては、すべての“人”のために参考資料（会社紹介）

※2018年3月末
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全ては、すべての“人”のために

35の国・地域に拠点を置き、食品やアミノ酸、医薬品など、さまざまな事
業を展開。商品を販売している国・地域は130を超えます。

参考資料（会社紹介）

27



全ては、すべての“人”のために

～「確かなグローバル・スペシャリティ・カンパニー」の実現～
グローバル食品メーカー トップ10を照準に入れ、成長を加速させる

参考資料（会社紹介）
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全ては、すべての“人”のために

設立 :1974年（昭和49年）
組織 :1本部､4支部（本社、営業、研究所、生産）
専従者数 :22名（内女性4名）
役員体制 :中央執行委員長、副委員長、事務局長、

中央執行委員9名(支部長4名・生産支部副支部長含）、
フード連合派遣2名、味の素グループ労働組合派遣2名、
支部事務局長3名、生産支部エリア長3名、
支部執行委員50名 計72名

上部団体 :日本食品関連産業労働組合総連合会（フード連合）
加盟団体 :味の素グループ労働組合、IUF（国際食品労連）

参考資料（労組紹介）

味の素労働組合について
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全ては、すべての“人”のために

（
1
9
5
6
年
結
成
）

味
の
素
労
働
組
合
連
合
会

*本店労組 ：本社、札幌支店、仙台支店、東京支店、名古屋支店
**大阪労組：大阪支店、広島支店、福岡支店 （名称は当時）

年代 出来事

1946年（昭和21年） 味の素川崎工場労働組合結成
味の素横浜工場労働組合結成

1947年（昭和22年） 味の素本店労働組合結成*

1954年（昭和29年） 味の素九州工場労働組合結成

1956年（昭和31年） 味の素大阪支店労働組合結成**

1959年（昭和34年） 味の素中央研究所労働組合結成

1962年（昭和37年） 味の素東海工場労働組合結成

年代 出来事
1974年（昭和49年） 単一『味の素労働組合』結成

（今日の組織体制）
本店労組は、本社支部へ

1977年（昭和52年） 本社支部から営業部門が独立し
東京支部結成

1997年（平成9年） 営業支部設立
（東京支部・大阪支部解散）

1999年（平成11年） 横浜支部解散（味の素製油㈱設
立、現Ｊ－オイルミルズ㈱）

1982年（昭和57年）
味の素グループ労働組合協議会発足

2016年（平成28年）
味の素グループ労働組合へ

参考資料（労組紹介）

組織体制変遷
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全ては、すべての“人”のために

味の素株式会社と味の素労働組合とは、一人ひとりの成長と企業の継続的
な発展を通じて、企業を構成するすべての人の豊かで実りある人生の実現
と社会の繁栄に貢献するため、相互の信頼に基づいた労使関係を確立する。

その基本的な考え方は、次の通りである。
（１）労使は自主的・主体的に人間性の尊重と合理性の追求をはかる。
（２）労使はお互いにパートナーとして切磋琢磨していく。
（３）労使は企業の発展の中で労働条件の向上を図る。

会社及び組合は、この労使関係の理念に立ち、この協約を締結し、双方
誠意を持ってこれを実践する。

参考資料（労組紹介）

労働協約前文
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全ては、すべての“人”のために

基本理念
参考資料（労組紹介）
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全ては、すべての“人”のために

委員長＋副委員長＋事務局長＋本部中執4名
グループ労組

約600人

本社支部

約460人

営業支部

約650人

研究所支部

川崎
エリア

東海
エリア

九州
エリア約280人

約350人

約180人
支部

本部

中央執行委員会（13名）

約810人

生産支部

支部の声を直接、
中央の活動に反映
できることが特徴！

●：専従者（中執）
●：専従者（支部事務局長、エリア長）

参考資料（労組紹介）

執行体制
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全ては、すべての“人”のために

職場

中央

職場懇談会等

経営

支部・エリア 事業所・部門

中央労協
団体交渉

専門委員会等

経営メンバー
大会
中央委員会

中央執行委員会

支部大会
職場委員会等

支部執行委員会 支部労協 事業所・部門の代表

人事部
事業所代表等

参考資料（労組紹介）

味の素労働組合の仕組み
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